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人口減少社会に対応した新たな地域の運営体制を考える

新たな地域の運営体制が示されることで、持続可能な地域づくりが促進される。

共同研究機関：北方建築総合研究所、十勝農業試験場、中央農業試験場、林業試験場、工業試験場、エネルギー・環境・地質研究所、北海道大学、北海道科学大学
協力機関 ：道庁総合政策部、北海道運輸局、北海道開発局、富良野市、下川町、喜茂別町、芽室町 等

戦略研究

1 先細る本道の地域運営 2

人口減少・過疎化により、従来型の地域運営の継続が難しくなっている。
新たな地域運営のモデル（組織、事業、行政との連携）が求められている。

新たな地域の運営モデルの検討

農村地域では共助による地域
基盤維持が不可欠

住民による水道管理の例住民による水道管理の例
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生活インフラ再編手法

産業施策
コンサルティング手法

新たな地域運営体制づくりのフロー
道内M町の商品券事業による検証

80

85

90

95

100

350

400

450

500

550

600

650

2020 2025 2030 2035 2040

水道料金回収率

税収額

人口

一人あたり
医療費総額

年

水
道

料
金

回
収

率
（
％

）

税
収

額
（
億

円
）
・

人
口

（
万

人
）

一
人

当
た

り
医

療
費

総
額

（
千

円
）

行政による支援効果のシミュレーション

本道の人口・税収・医療費等の将来予測

波及効果
4,061万

(事業費
の3.4倍)

就業機会増加
への期待も!

直接効果
第一次間接効果

第二次間接効果

3,059万円 479万円 523万円

町内消費喚起額
2,913万円

ex.外食等

町内消費増に
より発生する
町内の新たな需要

479万円
ex.食材等

雇用所得増に
ともなう
消費需要の増加
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問い合わせ：研究事業部 電話：0１1-747-2809

成 果

期待される効果

背 景


